
第５７号議案 

   令和５年度吉川市一般会計補正予算（第４号） 

 令和５年度吉川市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６０９，６７８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２６，７６７，３４７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  令和５年９月１日提出 

                             吉川市長 中原恵人 



 第１表　歳入歳出予算補正

 歳　入 (単位　千円)

1. 市税 10,025,622 197,000 10,222,622

1. 市民税 4,791,652 127,000 4,918,652

2. 固定資産税 4,102,057 67,000 4,169,057

5. 都市計画税 496,901 3,000 499,901

10. 地方特例交付金 129,577 △3,097 126,480

1. 地方特例交付金 107,000 △3,097 103,903

11. 地方交付税 2,263,000 294,058 2,557,058

1. 地方交付税 2,263,000 294,058 2,557,058

13. 分担金及び負担金 273,464 34,362 307,826

1. 負担金 273,464 34,362 307,826

15. 国庫支出金 4,967,177 △39,894 4,927,283

2. 国庫補助金 865,827 △39,894 825,933

16. 県支出金 1,881,444 614 1,882,058

2. 県補助金 381,701 △286 381,415

3. 委託金 168,957 900 169,857

18. 寄附金 55,800 6,300 62,100

1. 寄附金 55,800 6,300 62,100

19. 繰入金 1,160,355 △671,719 488,636

1. 基金繰入金 1,149,153 △697,799 451,354

2. 特別会計繰入金 11,202 26,080 37,282

20. 繰越金 300,000 802,150 1,102,150

1. 繰越金 300,000 802,150 1,102,150

21. 諸収入 606,188 39,951 646,139

4. 雑入 564,170 38,705 602,875

5. 受託事業収入 0 1,246 1,246

22. 市債 2,358,200 △50,047 2,308,153

1. 市債 2,358,200 △50,047 2,308,153

26,157,669 609,678 26,767,347

計
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款 項 補正前の額 補 正 額

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 歳　出 (単位　千円)

2. 総務費 2,144,980 910 2,145,890

1. 総務管理費 1,392,713 910 1,393,623

3. 民生費 11,351,873 155,375 11,507,248

1. 社会福祉費 4,240,467 14,352 4,254,819

2. 児童福祉費 5,195,589 71,062 5,266,651

3. 生活保護費 1,423,533 69,908 1,493,441

4. 保険年金費 492,284 53 492,337

4. 衛生費 2,050,444 205,757 2,256,201

1. 保健衛生費 927,363 173,978 1,101,341

3. 清掃費 733,913 31,779 765,692

5. 農林水産業費 285,797 3,361 289,158

1. 農業費 285,797 3,361 289,158

7. 土木費 3,141,485 153,627 3,295,112

2. 道路橋りょう費 975,361 101,295 1,076,656

3. 都市計画費 1,915,951 52,332 1,968,283

8. 消防費 1,234,920 15,985 1,250,905

1. 消防費 1,234,920 15,985 1,250,905

9. 教育費 3,412,569 74,663 3,487,232

1. 教育総務費 1,291,585 3,359 1,294,944

2. 小学校費 501,986 49,192 551,178

3. 中学校費 197,144 9,302 206,446

4. 社会教育費 1,129,125 11,860 1,140,985

5. スポーツ費 292,729 950 293,679

26,157,669 609,678 26,767,347

補 正 額 計
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款 項 補正前の額

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計



第２表　継続費

第３表　地方債補正
１．変更

年　割　額

千円 千円

９．教育費 43,340
令 和 ５ 年 度 17,336

令 和 ６ 年 度 26,004

項

２．小学校費

事　業　名

関小学校エレベーター改修
事業

款 総　　額 年　　度

農業用排水路整備
事業債

44,300
普通貸借

又は
証券発行

年 5.0 ％
以内
（ただし、
利率見直し
方式で借入
れるものに
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金
については
その融資条
件により、
県、組合、
銀行等の場
合はその債
権者と協定
又は定めら
れた融資条
件による。
ただし、市
財政その他
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限 を 短 縮
し、繰上償
還又は低利
債に借換え
することが
できる。

限度額

千円

6,500

45,700

千円

〃 〃

920,000 〃

道路整備事業債 75,600 〃 〃

〃 〃
土地区画整理事業
債

861,000 〃 〃 〃

防災施設整備事業
債

12,800 〃 19,500

起債の方法 利率 償還の方法

〃

〃 〃 〃

普通貸借
又は

証券発行

年 5.0 ％
以内
（ただし、
利率見直し
方式で借入
れるものに
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金
については
その融資条
件により、
県、組合、
銀行等の場
合はその債
権者と協定
又は定めら
れた融資条
件による。
ただし、市
財政その他
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限 を 短 縮
し、繰上償
還又は低利
債に借換え
することが
できる。

〃

〃 〃 〃
都市計画街路整備
事業債

51,200 〃 〃 〃

〃 〃 158,153 〃 〃臨時財政対策債 185,000 〃

起債の方法

補　正　前

〃

利率

補　正　後
起債の目的

〃

〃

償還の方法限度額

23,700

小学校大規模改修
等事業債

91,400 〃 〃 〃 97,700 〃 〃 〃
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 １　総　括

 歳　入 （単位　千円）

1. 市税 10,025,622 197,000 10,222,622

10. 地方特例交付金 129,577 △3,097 126,480

11. 地方交付税 2,263,000 294,058 2,557,058

13. 分担金及び負担金 273,464 34,362 307,826

15. 国庫支出金 4,967,177 △39,894 4,927,283

16. 県支出金 1,881,444 614 1,882,058

18. 寄附金 55,800 6,300 62,100

19. 繰入金 1,160,355 △671,719 488,636

20. 繰越金 300,000 802,150 1,102,150

21. 諸収入 606,188 39,951 646,139

22. 市債 2,358,200 △50,047 2,308,153

26,157,669 609,678 26,767,347
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款 計補正前の額 補　正　額

歳入歳出補正予算事項別明細書

歳　　入　　合　　計



2. 総務費 2,144,980 910 2,145,890

3. 民生費 11,351,873 155,375 11,507,248

4. 衛生費 2,050,444 205,757 2,256,201

5. 農林水産業費 285,797 3,361 289,158

7. 土木費 3,141,485 153,627 3,295,112

8. 消防費 1,234,920 15,985 1,250,905

9. 教育費 3,412,569 74,663 3,487,232

26,157,669 609,678 26,767,347

款
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歳　　　出　　　合　　　計

 歳　出

計補　正　額補正前の額

（単位　千円）

910

1,100 154,275

205,757

△286 1,400 2,247

△46,652 △37,600 34,362 203,517

6,700 9,285

7,658 6,300 1,246 59,459

△39,280 △23,200 36,708 635,450
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その他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

国県支出金 地方債



２　歳　入

(款) 1.市税 (項) 1.市民税

 1. 個人 4,431,147 127,000 4,558,147

4,791,652 127,000 4,918,652

(款) 1.市税 (項) 2.固定資産税

 1. 固定資産税 4,099,416 67,000 4,166,416

4,102,057 67,000 4,169,057

(款) 1.市税 (項) 5.都市計画税

 1. 都市計画税 496,901 3,000 499,901

496,901 3,000 499,901

(款)10.地方特例交付金 (項) 1.地方特例交付金

 1. 地方特例交付金 107,000 △3,097 103,903

107,000 △3,097 103,903

(款)11.地方交付税 (項) 1.地方交付税

 1. 地方交付税 2,263,000 294,058 2,557,058

2,263,000 294,058 2,557,058

(款)13.分担金及び負担金 (項) 1.負担金

 3. 土木費負担金 57,976 34,362 92,338

273,464 34,362 307,826

(款)15.国庫支出金 (項) 2.国庫補助金

 5. 土木費国庫補助金 170,532 △46,652 123,880

 6. 教育費国庫補助金 3,931 6,758 10,689

865,827 △39,894 825,933

(款)16.県支出金 (項) 2.県補助金

 3. 農林水産業費県補助金 17,334 △286 17,048

計

計

計

計

計

計

計
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目 補正前の額 補　正　額 計

（単位　千円）

 1. 現年課税分 127,000 所得割 127,000

 1. 現年課税分 67,000 土地 22,000

家屋 20,000

償却資産 25,000

 1. 現年課税分 3,000 土地 3,000

 1. 地方特例交付金 △3,097 地方特例交付金 △3,097

 1. 地方交付税 294,058 普通交付税 294,058

 1. 道路橋りょう費負担 34,362 橋りょう整備事業負担金 34,362

金

 1. 土木費補助金 △26,133 社会資本整備総合交付金 △26,133

 2. 都市計画費補助金 △20,519 社会資本整備総合交付金 △20,519

 1. 小学校費補助金 5,872 学校施設環境改善交付金 5,872

 3. 教育総務費補助金 886 公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金 886

 1. 農業費補助金 △286 土地改良事業かんがい排水工事費補助金 △286

16.県支出金
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区　　分
説　　　　　　明

節

金　　額



381,701 △286 381,415

(款)16.県支出金 (項) 3.委託金

 6. 教育費委託金 548 900 1,448

168,957 900 169,857

(款)18.寄附金 (項) 1.寄附金

 2. 総務費寄附金 0 5,200 5,200

 3. 民生費寄附金 0 1,100 1,100

55,800 6,300 62,100

(款)19.繰入金 (項) 1.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰入金 823,900 △697,799 126,101

1,149,153 △697,799 451,354

(款)19.繰入金 (項) 2.特別会計繰入金

 1. 国民健康保険特別会計繰入金 100 △100 0

 3. 介護保険特別会計繰入金 1 16,487 16,488

 4. 後期高齢者医療特別会計繰入金 1 8,386 8,387

 5. 吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特 11,000 1,307 12,307

別会計繰入金

11,202 26,080 37,282

(款)20.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金 300,000 802,150 1,102,150

300,000 802,150 1,102,150

(款)21.諸収入 (項) 4.雑入

 2. 雑入 561,896 2,722 564,618

 3. 過年度収入 0 35,983 35,983

計

計

計

計

計

計
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補正前の額目 補　正　額 計

（単位　千円）

 2. 教育総務費委託金 900 学校安全総合支援事業委託金 900

 1. 総務費寄附金 5,200 総務費寄附金 5,200

 1. 民生費寄附金 1,100 児童福祉費寄附金 1,100

 1. 財政調整基金繰入金 △697,799 財政調整基金繰入金 △697,799

 1. 国民健康保険特別会 △100 国民健康保険特別会計繰入金 △100

計繰入金

 1. 介護保険特別会計繰 16,487 介護保険特別会計繰入金 16,487

入金

 1. 後期高齢者医療特別 8,386 後期高齢者医療特別会計繰入金 8,386

会計繰入金

 1. 吉川美南駅東口周辺 1,307 吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計繰

地区土地区画整理事 入金 1,307

業特別会計繰入金

 1. 前年度繰越金 802,150 前年度繰越金 802,150

 2. 雑入 2,722 生活保護費返還金及び徴収金 2,722

 1. 過年度収入 35,983 障害者自立支援給付費国庫負担金精算金 7,602

障害者自立支援給付費県負担金精算金 3,159

21.諸収入

区　　分
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説　　　　　　明
節

金　　額



564,170 38,705 602,875

(款)21.諸収入 (項) 5.受託事業収入

 1. 教育費受託事業収入 0 1,246 1,246

0 1,246 1,246

(款)22.市債 (項) 1.市債

 2. 農林水産業債 44,300 1,400 45,700

 3. 土木債 1,351,300 △37,600 1,313,700

 4. 消防債 12,800 6,700 19,500

 5. 教育債 721,100 6,300 727,400

 6. 臨時財政対策債 185,000 △26,847 158,153

2,358,200 △50,047 2,308,153

計

計

計
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補正前の額目 補　正　額 計

（単位　千円）

障害児施設措置費国庫負担金精算金 2,423

障害児施設措置費県負担金精算金 1,211

生活保護費国庫負担金精算金 6,123

児童入所施設措置費等国庫負担金精算金 23

児童入所施設措置費等県費負担金精算金 11

生活保護費県負担金精算金 2,374

児童手当交付金精算金 8,912

児童手当負担金精算金 1,981

施設等利用給付国庫負担金精算金 1,443

施設等利用給付県費負担金精算金 721

 1. 教育費受託事業収入 1,246 リーディングＤＸスクール受託事業収入 1,246

 1. 農林水産業債 1,400 農業用排水路整備事業債 1,400

 1. 道路橋りょう事業債 △69,100 道路整備事業債 △69,100

 2. 土地区画整理事業債 59,000 土地区画整理事業債 59,000

 3. 都市計画事業債 △27,500 都市計画街路整備事業債 △27,500

 1. 防災施設整備事業債 6,700 防災施設整備事業債 6,700

 1. 義務教育施設整備事 6,300 小学校大規模改修等事業債 6,300

業債

 1. 臨時財政対策債 △26,847 臨時財政対策債 △26,847

22.市債

区　　分

- 12 -

説　　　　　　明
節

金　　額



３　歳　出

(款) 2.総務費 (項) 1.総務管理費

 5. 財産管理費 147,962 839 148,801 839

13. 市民参加推 79,625 71 79,696 71

進費

1,392,713 910 1,393,623 910

(款) 3.民生費 (項) 1.社会福祉費

 1. 社会福祉総 678,745 11,101 689,846 11,101

務費

 2. 障害福祉費 1,998,006 2,897 2,000,903 2,897

 3. 高齢者福祉 733,569 148 733,717 148

費

 4. 老人福祉セ 37,771 206 37,977 206

ンター費

計

特　定　財　源
一般財源

地方債 その他
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

国県支出金

（単位　千円）

10. 需用費 839 10.庁舎管理事業 347

  10 需用費 347

　　　修繕料 347

20.公有財産等管理事業 492

  10 需用費 492

　　　修繕料 492

22. 償還金利子及 71 40.男女共同参画推進事業 71

び割引料   22 償還金利子及び割引料 71

　　　児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金返還金 71

22. 償還金利子及 11,101 40.地域福祉推進事業 2,965

び割引料   22 償還金利子及び割引料 2,965

　　　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金返還金 2,965

50.生活困窮者自立支援事業 4,888

  22 償還金利子及び割引料 4,888

　　　生活困窮者自立支援事業費等負担金返還金 4,888

80.新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事

   業 3,248

  22 償還金利子及び割引料 3,248

　　　新型コロナウイルス生活困窮者自立支援金支給事務費補

　　　助金返還金 88

　　　新型コロナウイルス生活困窮者自立支援金支給事業費補

　　　助金返還金 3,160

10. 需用費 66 20.障がい者更生援護事業 3,910

12. 委託料 △1,967   22 償還金利子及び割引料 3,910

17. 備品購入費 888 　　　障害者医療費国庫負担金返還金 3,034

22. 償還金利子及 3,910 　　　障害者医療費県負担金返還金 876

び割引料 30.障がい者日常生活支援事業 △1,013

  10 需用費 66

　　　消耗品費 66

  12 委託料 △1,967

　　　障がい者計画策定委託料 △1,967

  17 備品購入費 888

　　　管理用備品購入費 888

10. 需用費 148 50.シルバー人材センター支援事業 148

  10 需用費 148

　　　修繕料 148

10. 需用費 206 10.老人福祉センター運営事業 206

  10 需用費 206

 3.民生費
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節

説　　   明
区　　分 金   額



4,240,467 14,352 4,254,819 14,352

(款) 3.民生費 (項) 2.児童福祉費

 1. 児童福祉総 750,039 25,386 775,425 1,100 24,286

務費 寄附金 (1,100)

 2. 児童措置費 1,416,541 2,053 1,418,594 2,053

 3. 児童福祉施 326,308 2,692 329,000 2,692

設費

計

補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 15 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目

（単位　千円）

　　　修繕料 206

 7. 報償費 742 10.児童健全育成事業 1,358

18. 負担金補助及 1,100   18 負担金補助及び交付金 1,100

び交付金 　　　社会福祉協議会補助金 1,100

22. 償還金利子及 23,544   22 償還金利子及び割引料 258

び割引料 　　　子ども・子育て支援交付金返還金 158

　　　児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金返還金 100

30.子育て支援センター等運営事業 64

  22 償還金利子及び割引料 64

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 64

50.ひとり親家庭等自立支援事業 2,888

  22 償還金利子及び割引料 2,888

　　　母子家庭等対策総合支援事業費補助金返還金 2,888

60.児童手当事務事業 380

  22 償還金利子及び割引料 380

　　　子ども・子育て支援事業費補助金返還金 380

70.保育充実事業 4,657

   7 報償費 742

　　　講師謝礼 262

　　　面接官報償 480

  22 償還金利子及び割引料 3,915

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 2,648

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 1,267

80.子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 16,039

  22 償還金利子及び割引料 16,039

　　　子育て世帯生活支援特別給付金給付事務費補助金返還金 7,989

　　　子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費補助金返還金 8,050

22. 償還金利子及 2,053 10.児童扶養手当支給事業 2,053

び割引料   22 償還金利子及び割引料 2,053

　　　児童扶養手当負担金返還金 2,053

10. 需用費 847 10.市立保育所運営事業 2,692

14. 工事請負費 359   10 需用費 847

22. 償還金利子及 1,486 　　　修繕料 847

び割引料   14 工事請負費 359

　　　駐車場整備工事費 359

  22 償還金利子及び割引料 1,486

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 6

　　　保育士等処遇改善臨時特例交付金返還金 1,480

 3.民生費

区　　分 金   額
説　　   明

- 16 -

節



 4. 子ども・子 2,447,925 37,783 2,485,708 37,783

育て支援給

付費

 5. 学童保育費 235,982 2,749 238,731 2,749

 6. 児童館費 18,794 399 19,193 399

5,195,589 71,062 5,266,651 1,100 69,962

(款) 3.民生費 (項) 3.生活保護費

 1. 生活保護総 73,433 3,122 76,555 3,122

務費

 2. 扶助費 1,350,100 66,786 1,416,886 66,786

1,423,533 69,908 1,493,441 69,908

計

計

補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 17 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目

（単位　千円）

22. 償還金利子及 37,783 10.保育委託事業 17,574

び割引料   22 償還金利子及び割引料 17,574

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 6,906

　　　保育所運営費国庫負担金返還金 7,036

　　　保育所運営費県負担金返還金 3,080

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 533

　　　保育士等処遇改善臨時特例交付金返還金 19

20.施設型給付事業 3,186

  22 償還金利子及び割引料 3,186

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 1,386

　　　施設型給付費国庫負担金返還金 1,237

　　　施設型給付費県負担金返還金 563

30.地域型保育給付事業 3,805

  22 償還金利子及び割引料 3,805

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 600

　　　地域型保育給付費国庫負担金返還金 2,253

　　　地域型保育給付費県負担金返還金 811

　　　保育士等処遇改善臨時特例交付金返還金 141

40.施設等利用給付金給付事業 13,218

  22 償還金利子及び割引料 13,218

　　　施設等利用給付費国庫負担金返還金 8,728

　　　施設等利用給付費県負担金返還金 4,490

22. 償還金利子及 2,749 10.学童保育事業 2,749

び割引料   22 償還金利子及び割引料 2,749

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 1,631

　　　保育士等処遇改善臨時特例交付金返還金 1,118

10. 需用費 399 10.児童館管理運営事業 399

  10 需用費 399

　　　修繕料 399

22. 償還金利子及 3,122 10.生活保護運営事業 3,122

び割引料   22 償還金利子及び割引料 3,122

　　　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金返還金 3,122

22. 償還金利子及 66,786 10.生活保護事業 66,786

び割引料   22 償還金利子及び割引料 66,786

　　　生活保護費国庫負担金返還金 66,786

 3.民生費

区　　分 金   額
説　　   明

- 18 -

節



(款) 3.民生費 (項) 4.保険年金費

 2. 国民健康保 472,772 53 472,825 53

険費

492,284 53 492,337 53

(款) 4.衛生費 (項) 1.保健衛生費

 2. 予防費 631,573 171,298 802,871 171,298

 3. 母子衛生費 167,601 1,813 169,414 1,813

 4. 保健センタ 11,580 867 12,447 867

ー費

927,363 173,978 1,101,341 173,978

(款) 4.衛生費 (項) 3.清掃費

 4. 環境センタ 213,396 31,779 245,175 31,779

ー費

733,913 31,779 765,692 31,779

(款) 5.農林水産業費 (項) 1.農業費

 4. 農地費 91,454 3,361 94,815 △286 1,400 2,247

県 (△286)

計

計

計

目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 19 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

（単位　千円）

27. 繰出金 53 10.国民健康保険特別会計繰出事業 53

  27 繰出金 53

　　　国民健康保険特別会計繰出金 53

22. 償還金利子及 171,298 20.予防接種事業 928

び割引料   22 償還金利子及び割引料 928

　　　感染症予防事業費等補助金返還金 928

80.新型コロナウイルスワクチン接種事業 170,370

  22 償還金利子及び割引料 170,370

　　　新型コロナウイルスワクチン接種費国庫負担金返還金 74,138

　　　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

　　　返還金 96,232

22. 償還金利子及 1,813 10.母子保健事業 1,441

び割引料   22 償還金利子及び割引料 1,441

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 92

　　　養育医療国庫負担金返還金 899

　　　養育医療県負担金返還金 450

20.乳児家庭全戸訪問事業 372

  22 償還金利子及び割引料 372

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 372

10. 需用費 867 10.保健センター管理運営事業 867

  10 需用費 867

　　　修繕料 867

10. 需用費 31,779 10.不燃ごみ処理施設維持管理事業 31,779

  10 需用費 31,779

　　　修繕料 31,779

10. 需用費 2,012 10.用排水路整備事業 997

12. 委託料 997   12 委託料 997

14. 工事請負費 352 　　　設計委託料 997

20.用排水路維持管理事業 2,364

  10 需用費 2,012

　　　修繕料 2,012

  14 工事請負費 352

 5.農林水産業費

区　　分 金   額
説　　   明

- 20 -

節



285,797 3,361 289,158 △286 1,400 2,247

(款) 7.土木費 (項) 2.道路橋りょう費

 1. 道路橋りょ 23,740 528 24,268 528

う総務費

 2. 道路維持費 234,908 13,100 248,008 △10,000 △16,700 39,800

国 (△10,000)

 3. 道路新設改 151,400 17,834 169,234 △700 △52,400 70,934

良費 国 (△700)

 6. 橋りょう維 30,414 0 30,414 △3,733 3,733

持費 国 (△3,733)

 7. 橋りょう新 123,510 69,833 193,343 34,362 35,471

設改良費 負担金 (34,362)

975,361 101,295 1,076,656 △14,433 △69,100 34,362 150,466

(款) 7.土木費 (項) 3.都市計画費

 2. 土地区画整 1,095,788 45,000 1,140,788 △20,519 59,000 6,519

理費 国 (△20,519)

 3. 公園費 272,756 7,332 280,088 7,332

計

計

一般財源
目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 21 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位　千円）

　　　用排水路補修工事費 352

10. 需用費 528 10.道路橋りょう一般事務事業 528

  10 需用費 528

　　　修繕料 528

10. 需用費 6,000 10.道路維持補修事業 13,100

12. 委託料 2,893   10 需用費 6,000

14. 工事請負費 4,207 　　　修繕料 6,000

  12 委託料 2,893

　　　樹木剪定業務委託料 2,893

  14 工事請負費 4,207

　　　道路補修工事費 4,207

12. 委託料 500 10.道路改良事業 17,834

14. 工事請負費 17,334   12 委託料 500

　　　設計委託料 500

  14 工事請負費 17,334

　　　道路改良工事費 17,334

 8. 旅費 40 10.橋りょう整備事業 69,833

14. 工事請負費 63,793    8 旅費 40

21. 補償補填及び 6,000 　　　普通旅費 40

賠償金   14 工事請負費 63,793

　　　橋りょう整備工事費 63,793

  21 補償補填及び賠償金 6,000

　　　物件補償費 6,000

27. 繰出金 45,000 10.吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計繰出

   事業 45,000

  27 繰出金 45,000

　　　吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計繰出

　　　金 45,000

14. 工事請負費 7,332 10.公園維持管理事業 7,332

  14 工事請負費 7,332

　　　公園等整備工事費 6,177

　　　解体撤去工事費 1,155

 7.土木費

区　　分 金   額
説　　   明

- 22 -

節



 4. 都市計画街 120,032 0 120,032 △11,700 △27,500 39,200

路整備事業 国 (△11,700)

費

1,915,951 52,332 1,968,283 △32,219 31,500 53,051

(款) 8.消防費 (項) 1.消防費

 2. 消防施設費 6,240 8,637 14,877 8,637

 3. 減災費 35,270 7,348 42,618 6,700 648

1,234,920 15,985 1,250,905 6,700 9,285

(款) 9.教育費 (項) 1.教育総務費

 3. 教育指導費 187,625 2,146 189,771 1,786 1,246 △886

国 (886) 諸収入 (1,246)

県 (900)

 6. 少年センタ 25,213 1,213 26,426 1,213

ー費

1,291,585 3,359 1,294,944 1,786 1,246 327

(款) 9.教育費 (項) 2.小学校費

 1. 学校管理費 371,187 44,651 415,838 5,872 6,300 32,479

国 (5,872)

計

計

計

目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 23 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

（単位　千円）

13. 使用料及び賃 20 10.消防施設等維持管理事業 8,637

借料   13 使用料及び賃借料 20

14. 工事請負費 8,617 　　　敷地借上料 20

  14 工事請負費 8,617

　　　防火水槽撤去工事費 8,617

10. 需用費 638 10.減災対策事業 7,348

14. 工事請負費 6,710   10 需用費 638

　　　消耗品費 243

　　　燃料費 99

　　　災害用備蓄物資購入費 296

  14 工事請負費 6,710

　　　水道管引込工事費 6,710

 1. 報酬 224 20.教育指導推進事業 900

 7. 報償費 600   17 備品購入費 900

 8. 旅費 422 　　　災害用備品購入費 900

17. 備品購入費 900 40.ＩＣＴ教育推進事業 1,246

   1 報酬 224

　　　特任教育支援員報酬 224

   7 報償費 600

　　　講師謝礼 600

   8 旅費 422

　　　普通旅費 422

10. 需用費 1,213 40.少年センター施設管理事業 1,213

  10 需用費 1,213

　　　修繕料 1,213

10. 需用費 8,302 10.学校管理運営事業（小学校） 11,069

14. 工事請負費 33,582   10 需用費 8,302

17. 備品購入費 2,767 　　　修繕料 8,302

  17 備品購入費 2,767

 9.教育費

区　　分 金   額
説　　   明

- 24 -

節



 2. 教育振興費 130,799 4,541 135,340 4,541

501,986 49,192 551,178 5,872 6,300 37,020

(款) 9.教育費 (項) 3.中学校費

 1. 学校管理費 120,174 5,168 125,342 5,168

 2. 教育振興費 76,970 4,134 81,104 4,134

197,144 9,302 206,446 9,302

(款) 9.教育費 (項) 4.社会教育費

 3. 公民館費 108,263 856 109,119 856

 4. 地区センタ 33,753 983 34,736 983

ー費

 5. 市民交流セ 902,868 10,021 912,889 10,021

ンター費

1,129,125 11,860 1,140,985 11,860

(款) 9.教育費 (項) 5.スポーツ費

 2. 体育施設費 220,022 950 220,972 950

292,729 950 293,679 950

計

計

計

計

一般財源
目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 25 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位　千円）

　　　管理用備品購入費 2,767

20.学校施設整備事業（小学校） 33,582

  14 工事請負費 33,582

　　　学校施設整備工事費 33,582

11. 役務費 784 10.教育振興事業（小学校） 4,541

12. 委託料 3,757   11 役務費 784

　　　通信運搬費 784

  12 委託料 3,757

　　　ネットワーク機器構築業務委託料 3,757

10. 需用費 5,168 10.学校管理運営事業（中学校） 5,168

  10 需用費 5,168

　　　修繕料 5,168

11. 役務費 448 10.教育振興事業（中学校） 4,134

12. 委託料 3,686   11 役務費 448

　　　通信運搬費 448

  12 委託料 3,686

　　　ネットワーク機器構築業務委託料 3,686

10. 需用費 856 10.公民館施設管理事業 856

  10 需用費 856

　　　修繕料 856

10. 需用費 983 10.地区センター施設管理事業 983

  10 需用費 983

　　　修繕料 983

10. 需用費 913 10.市民交流センターおあしす等管理事業 10,021

12. 委託料 9,108   10 需用費 913

　　　修繕料 913

  12 委託料 9,108

　　　施設管理業務委託料 9,108

10. 需用費 950 10.体育施設管理運営事業 950

  10 需用費 950

　　　修繕料 950

 9.教育費

区　　分 金   額
説　　   明

- 26 -

節



１．一　般　職

（１）　総　　　括 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

418人
(704人)

418人
(704人)

0人
(0人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

48,000

3,688,011

420,129

比 較

28,867

41,037

0

0 224 0 224

3,110,389 577,846 3,688,235

1,136,243 3,110,165 577,846

1,136,243補 正 後 470,990

補 正 前 470,766 1,503,156

1,503,156

91,952

区 分 職 員 数

給 与 費

備　　考合　　計共 済 費

比 較 224 0

特 殊 勤 務 手 当

48,000

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

補 正 前

29,484

91,952

補 正 後

29,484

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

41,037

0

0

2,660

258,148

2,660

215,966

258,148

給 与 費 明 細 書

0

0

0

0

28,867

420,129

215,966

0

0

- 27 -

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

400人
(2人)

400人
(2人)

0人
(0人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費 合　　計 備　　考

2,955,050

補 正 後 1,430,109 1,027,983 2,458,092 496,958

0 0

2,955,050

補 正 前 1,430,109 1,027,983 2,458,092 496,958

0

区 分 補 正 後 補 正 前 比 較

比 較 0 0 0

扶 養 手 当 29,484 29,484 0

地 域 手 当 87,563 87,563 0

管 理 職 手 当 48,000 48,000 0

通 勤 手 当 27,370 27,370 0

214,908 0

住 居 手 当 41,037 41,037 0

期 末 手 当 318,813 318,813 0

特 殊 勤 務 手 当 2,660 2,660 0

勤 勉 手 当 258,148 258,148 0

時 間 外 勤 務 手 当 214,908
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　イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

18人
(702人)

18人
(702人)

0人
(0人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

（２）　職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

千円

職 員 手 当 0 制度改正に

伴う増減分

その他の 0 〇会計年度任用職員以外の職員 0

増減分 〇会計年度任用職員 0

区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費 合　　計 備　　考

732,961

補 正 後 470,990 73,047 108,260 652,297 80,888

224 0

733,185

補 正 前 470,766 73,047 108,260 652,073 80,888

224

区 分 補 正 後 補 正 前 比 較

比 較 224 0 0

通 勤 手 当 1,497 1,497 0

地 域 手 当 4,389 4,389 0

時 間 外 勤 務 手 当 1,058 1,058 0

期 末 手 当 101,316 101,316 0

増減事由別内訳 説 明 備 考

特 殊 勤 務 手 当 0
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令和 千円

５年度 17,336

６年度 26,004

計 43,340

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進捗状況等に関する調書

９．教育費 ２．小学校費 関小学校エレベーター改修事業

款 項 事業名

全 体 計 画

年　度 年　割　額
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前 々 前 年 度 当該年度 当該年度 翌 年 度 継続費の

年 度 末 末までの 支 出 末までの 以 降 総 額 に

ま で の 支 出 予 定 額 支 出 支 出 対 す る

国県支出金 地 方 債 そ の 他 支 出 額 (見込 )額 予 定 額 予 定 額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

3,949 3,500 9,887 17,336 17,336 40.0

5,565 4,900 15,539 26,004 60.0

9,514 8,400 25,426 17,336 17,336 26,004 100.0

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進捗状況等に関する調書

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元金
償 還 見 込 額

普 通 債 14,010,958 13,995,166 2,336,800 1,217,549 15,114,417

① 総 務 1,497,453 1,400,715 0 96,738 1,303,977

② 民 生 553,963 532,622 0 40,224 492,398

③ 衛 生 74,523 81,391 43,700 7,748 117,343

④ 農 林 水 産 181,526 199,426 45,700 20,753 224,373

⑤ 土 木 3,736,602 4,443,994 1,500,500 376,396 5,568,098

⑥ 消 防 337,255 279,505 19,500 58,423 240,582

⑦ 教 育 7,629,636 7,057,513 727,400 617,267 7,167,646

そ の 他 9,957,474 9,500,282 158,153 804,202 8,854,233

①
減 税
補 て ん 債

82,279 53,296 0 22,903 30,393

②
減 収
補 て ん 債

60,140 60,140 0 0 60,140

③
臨 時 財 政
対 策 債

9,815,055 9,386,846 158,153 781,299 8,763,700

23,968,432 23,495,448 2,494,953 2,021,751 23,968,650合　　　　　計

地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位　千円）

区 分
前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末

現在高見込額

1.

２．
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